
５ ５ 

（備考）工業専用地域については適用されない。

地域の

類 型
該 当 地 域

時 間 の 区 分

昼 間
�
�
午前６時から�

�午後１０時まで

夜 間
�
�

午後１０時から �
�翌日の午前６時まで

Ａ

第１種低層住居専用地域
第２種低層住居専用地域
第１種中高層住居専用地域
第２種中高層住居専用地域

５５デシベル以下 ４５デシベル以下

Ｂ

第 １ 種 住 居 地 域
第 ２ 種 住 居 地 域
準 住 居 地 域
用途地域の定めのない地域

Ｃ

近 隣 商 業 地 域
商 業 地 域
準 工 業 地 域
工 業 地 域

６０デシベル以下 ５０デシベル以下

（備考）車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。

地 域 の 区 分 昼 間 夜 間

Ａ地域のうち２車線以上の車線を
有する道路に面する地域 ６０デシベル以下 ５５デシベル以下

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有す
る道路に面する地域及びＣ地域のうち
車線を有する道路に面する地域

６５デシベル以下 ６０デシベル以下

区 分 昼 間 夜 間

屋 外 ７０デシベル以下 ６５デシベル以下

窓 を 閉 め た 屋 内 ４５デシベル以下 ４０デシベル以下

（備考）１ 幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、県道、４車線以上の市町村道及び自動車専用道路をいう。
２ 近接する空間とは、道路端からの距離が２車線以下では１５m、３車線以上では２０mの区間をいう。
３ 窓を閉めた屋内の基準を適用することができるのは、個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を
主として閉めた生活が営まれていると認められるときである。

物質濃度規制地域 臭気指数規制地域

２２の特定悪臭物質の濃度（単位ppm）による規制 臭気全体のにおいの強さによる規制

※臭気指数とは、においを感じなくなるまで、においを無臭空気で希釈した時の希釈倍率（臭気濃度）を対数化して、１０倍
した数値。

（１）騒音に係る環境基準（騒音の評価手法は、等価騒音レベル）
ア 一般地域の環境基準

イ 道路に面する地域の環境基準

ウ 幹線交通を担う道路に近接する空間の環境基準（特例）

（２）悪臭防止法に基づく規制内容

騒音・振動・悪臭関係
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（３）騒音規制法と振動規制法の対象工場等数
（Ｈ２７．３．３１現在）

（６）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域指定の概要

（４）自動車騒音に係る要請限度（騒音の評価手法
は、等価騒音レベル）
ア 区域の区分と要請限度

イ 幹線交通を担う道路に近接する区域に係る要請
限度（特例）

ウ 区域の類型

※用途地域については都市計画法による。

（５）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の概要
環境基準

（注）地域の類型Ⅰ：主として住居の用に供される地域。
地域の類型Ⅱ：Ⅰ以外の地域であって通常の生活を

保全する必要がある地域。

区 分 施設・作業の種類 工場等数

騒

音

規

制

法

対

象

特

定

施

設

金属加工機械
空気圧縮機等
土石用粉砕機等
織機
建設用資材製造機械
穀物用製粉機
木材加工機械
抄紙機
印刷機械
合成樹脂用射出成形機
鋳型造型機

２，９７９
４，４５４
２５８
３２８
１８９
２４

１，００１
６４
９３３
７２５
６６

計 １１，０２１

特

定

建

設

作

業

くい打機等を使用する作業
びょう打機を使用する作業
さく岩機を使用する作業
空気圧縮機を使用する作業
コンクリートプラント又はアスファ
ルトプラントを設けて行う作業
バックホウを使用する作業
トラクターショベルを使用する作業
ブルドーザーを使用する作業

１０７
２
８０３
１７５

３
２６２
５
４６

計 １，４０３

振

動

規

制

法

対

象

特

定

施

設

金属加工機械
圧縮機
土石用粉砕機等
織機
コンクリートブロックマシン等
木材加工機械
印刷機械
ゴム練用のロール機等
合成樹脂用射出成形機
鋳型造型機

２，７５０
２，１９０
１９１
２７０
２１
７１
５９５
５７
６１９
５１

計 ６，８１５

特
定
建
設
作
業

くい打機等を使用する作業
鋼球を使用して破壊する作業
舗装版粉砕機を使用する作業
ブレーカーを使用する作業

１０１
０
１７
７０２

計 ８２０

１ 指定地域の範囲
東北新幹線・上越新幹線の軌道中心線から左右両側にそれぞれ３００m以内の地域。ただし、戸田市、蕨市及び

さいたま市（旧大宮市の区域を除く。）の区域では軌道中心線から左右両側にそれぞれ２００m以内の地域とし、ま
た、長大スパンけた橋りょうの各橋台からそれぞれ４００mの区間では、軌道中心線から左右両側にそれぞれ４００m
以内の地域とする。

２ 類型の当てはめ
類型Ⅰ 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住

居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、用途地域が定められていない地域
類型Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

３ 指定から除外する地域及び類型を当てはめない地域
工業専用地域、河川区域、鉄道用地

区域の区分
時間の区分

昼間 夜間

１
ａ区域及びｂ区域のうち１車
線を有する道路に面する区域

６５デシベル ５５デシベル

２
ａ区域のうち２車線以上の車
線を有する道路に面する区域

７０デシベル ６５デシベル

３

ｂ区域のうち２車線以上の車
線を有する道路に面する区域
及びｃ区域のうち車線を有す
る道路に面する区域

７５デシベル ７０デシベル

昼 間 夜 間

７５デシベル ７０デシベル

区域の
類 型

該当地域

ａ区域

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専
用地域
第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住
居専用地域

ｂ区域
第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地
域、用途地域の定めのない地域

ｃ区域
近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業
地域

地域の類型 基 準 値

Ⅰ ７０デシベル以下

Ⅱ ７５デシベル以下
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（注）１ 測定結果欄の距離は、測定地点側の軌道中心からの距離である。
２ 測定結果欄の＿は、環境基準値を超えたことを示す。

新幹線名
測 定 区 域
（測定年月日） 用途地域（類型）

騒音レベル（デシベル）振動レベル（デシベル）
２５m ５０m １００m ２５m

東

北

新

幹

線

大
宮
駅
以
北

上 尾（上り側）
（Ｈ２６．９．９）

第２種住居地域
（Ⅰ） ７７ ７３ ― ５３

伊 奈（上り側）
（Ｈ２６．９．１９）

無 指 定
（Ⅰ） ６９ ６８ ６３ ５４

白 岡（下り側）
（Ｈ２６．５．２０）

第１種住居地域
（Ⅰ） ６７ ６７ ６１ ６１

久 喜（下り側）
（Ｈ２６．１０．３）

第１種住居地域
（Ⅰ） ６６ ６４ ５９ ６２

大
宮
駅
以
南

戸 田（下り側）
（Ｈ２６．６．３） 第１種住居地域

（Ⅰ）

７８ ７５ ― ５２

戸 田（上り側）
（Ｈ２６．６．１４） ８１ ７３ ― ４５

上

越

新

幹

線

上 尾（下り側）
（Ｈ２６．４．９）

無 指 定
（Ⅰ） ７０ ６７ ６６ ４８

鴻 巣（上り側）
（Ｈ２６．４．１５）

無 指 定
（Ⅰ） ７５ ６８ ６８ ６３

行 田（下り側）
（Ｈ２６．５．１４）

第１種住居地域
（Ⅰ） ７１ ６８ ５６ ６２

熊谷宮本（下り側）
（Ｈ２６．４．２４）

商 業 地 域
（Ⅱ） ６９ ６４ ６１ ５３

熊谷三ヶ尻（下り側）
（Ｈ２６．９．３０）

無 指 定
（Ⅰ） ７１ ７０ ６７ ４３

本 庄（下り側）
（Ｈ２６．９．２４）

無 指 定
（Ⅰ） ７２ ６８ ６１ ５２

地 域 の 類 型 基 準 値（単位：dB）

Ⅰ ５７以下

Ⅱ ６２以下

（備考）Ⅰ類型：専ら住居の用に供される区域
Ⅱ類型：Ⅰ以外の地域であって、通常の生活を保全する必要がある区域

※Lden（時間帯補正等価騒音レベル）とは、昼間（７：００～１９：００）、夕（１９：００～２２：００）、夜間（２２：００～７：００）の時
間帯別に重みを付けて求めた等価騒音レベルである。

（７）東北・上越新幹線鉄道騒音・振動測定結果（平成２６年度）

（８）航空機騒音に係る環境基準の概要
○環境基準（Lden）：平成２５年４月１日施行

（９）航空機騒音に係る環境基準の地域指定の概要
ア 対象飛行場
入間飛行場、横田飛行場

イ 指定地域の範囲

ウ 地域の類型を当てはめる地域

エ 当てはめから除外する地域
工業専用地域、入間基地内

対 象
範 囲（滑走路中心線から）

東 側 西 側 南 側 北 側

３㎞ ２� ７㎞ １０㎞入 間 飛 行 場

横 田 飛 行 場 ３㎞ ２㎞ 都県境 １７㎞

地域の類型 当 て は め る 地 域

Ⅰ
第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高
層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、用途地域の定めのない地域

Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域
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※ Lden欄の は、環境基準値を超えたことを示す。

番号 測定地点 類型 Lden
（dB）

環境基準
（dB）

騒音発生回数
（上段：総数、
下段：１日平均）

有効測定日数
（日）

入
間
飛
行
場
南
側

１
康寿園
（所沢市東狭山ヶ丘）

Ⅰ ６０ ５７
１４，９３２

３６５
４１

２
宮前小学校
（所沢市東狭山ヶ丘）

Ⅰ ５８ ５７
１４，４９６

３６３
４０

３
所沢西高等学校
（所沢市北野新町）

Ⅰ ５４ ５７
８，５０５

３６５
２４

４
小手指小学校
（所沢市小手指元町）

Ⅰ ５１ ５７
６，９７３

３６５
２０

入
間
飛
行
場
北
側

５
狭山緑陽高等学校
（狭山市広瀬東）

Ⅰ ５６ ５７
１６，１３５

３６５
４５

６
綜研化学�駐車場
（狭山市柏原）

Ⅰ ６２ ５７
１７，９５６

３６５
５０

７
柏原幼稚園
（狭山市柏原）

Ⅰ ６０ ５７
１５，８４１

３６３
４４

８
老人福祉センター宝荘
（狭山市柏原）

Ⅰ ５３ ５７
１０，６４３

３６５
３０

横
田
飛
行
場
北
側

９
金子小学校
（入間市西三ツ木）

Ⅰ ５８ ５７
５，９１２

３６５
１７

１０
飯能南高等学校
（飯能市阿須）

Ⅰ ５５ ５７
５，０１０

３６３
１４

１１
加治東小学校
（飯能市岩沢）

Ⅰ ５１ ５７
３，８２９

３４５
１２

１２
飯能第一中学校
（飯能市双柳）

Ⅰ ５２ ５７
４，６２８

３６５
１３

区域区分
基準値（臭気指数）

（１） （２）

Ａ 区 域 （Ｂ、Ｃ区域を除く区域） １５ １５

Ｂ 区 域 （農業振興地域） １８ ２１

Ｃ 区 域 （工業地域・工業専用地域） １８ １８

（１０）航空機騒音発生状況概要（平成２６年度）

（１１）悪臭防止法に基づく臭気指数規制の概要
ア 敷地境界線における規制基準

基準値（１） 熊谷市、川口市、秩父市（一部）、所沢市、飯能市、加須市、東松山市、狭山市、羽生市、鴻巣市、
入間市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、富士見市、三郷市、蓮田市、
坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日高市、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、三芳町、毛呂山町、滑川町、
嵐山町、吉見町、皆野町、長瀞町、杉戸町、松伏町

基準値（２） 本庄市、深谷市、美里町、神川町、上里町、寄居町

イ 煙突等の排出口における規制基準
敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の２に定める換算式により算出します。

ウ 排出水中の規制基準
敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の３に定める換算式により算出します。
換算式 Iw=L＋１６

Iw :（排出水の臭気指数）
L :（敷地境界線における規制基準）
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平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

騒

音

工事・事業場 ３７３ ３０８ ３４４ ３３１ ３４２

建 設 作 業 ２３０ ３０４ ２６３ ３３６ ３０６

交 通 ６９ ７０ ４７ ４５ ５１

近 隣 １８４ １８０ １９７ １８９ ２０１

そ の 他 ２５９ ２６１ ２１６ ２２９ ２６７

合 計 １，１１５ １，１２３ １，０６７ １，１３０ １，１６７

振

動

工事・事業場 ３６ ４８ ５７ ４０ ４８

建 設 作 業 ７７ ９９ ９９ １１３ １２７

交 通 １２ １８ １４ １０ １１

そ の 他 ９ １４ ５ １３ １１

合 計 １３４ １７９ １７５ １７６ １９７

悪

臭

製 造 事 業 所 １３８ １１５ １６５ １５４ １３６

家 庭 生 活 １０７ １２１ １０９ １０６ ６８

商店・飲食店 １８ ３４ ２７ ３２ ３２

そ の 他 ４９７ ４４８ ４４４ ３９１ ３９４

合 計 ７６０ ７１８ ７４５ ６８３ ６３０

（１２）騒音・振動・悪臭に係る苦情件数の推移 （単位：件）
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６ ６ 

計 画 の 名 称 計 画 期 間 目 的 対象市町村 承認年月日

荒川水系流域公害防止計画 昭和４７～５６年度 水 質 汚 泥 防 止 ５４市町村 昭和４７年１２月１９日

埼玉地域公害防止計画 昭和４８～５６年度 水質以外の公害防止 ３６市町村 昭和４８年１２月１８日

埼玉地域公害防止計画 昭和５２～５６年度
前期２計画の一本化
（大気、水質等の公害防止）

５４市町村 昭和５３年３月１７日

埼玉地域公害防止計画 昭和５７～６１年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町村 昭和５８年３月１５日

埼玉地域公害防止計画 昭和６２～平成３年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町 昭和６３年３月１４日

埼玉地域公害防止計画 平成４～８年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町 平成５年３月１１日

埼玉地域公害防止計画 平成９～１３年度 大気、水質等の公害防止
５２市町
（後、合併により５０市町）

平成１０年２月２６日

埼玉地域公害防止計画 平成１４～１８年度 大気、水質等の公害防止
４９市町
（後、合併により４６市町）

平成１５年２月２４日

埼玉地域公害防止計画 平成１９～２２年度 大気、水質等の公害防止 ２３市町 平成２０年３月１７日

埼玉地域公害防止計画 平成２３～３２年度 大気、水質等の公害防止 １６市町 平成２４年３月１６日※

※公害防止対策事業計画承認日

旧
鳩
ヶ 

　
谷
市 

（１）公害防止計画
ア 公害防止計画の概要

公害防止計画は、環境基本法第１７条に基づく計画であり、公害が著しい、または、著しくなるおそれがあり、
かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認められ
る地域について、都道府県知事が策定する計画です。
本計画に基づいて実施される環境大臣の同意を得た公害防止対策事業については、「公害の防止に関する事業

に係る国の財政上の特別措置に関する法律」により、国の負担または補助の割合について、かさ上げの措置が
講じられています。

イ 計画策定状況
計画策定状況については、表６－１－１のとおりです。

表６－１－１ 公害防止計画の策定状況

ウ 対象地域
直近の公害防止計画（平成２３～３２年度）における計画地域は図６－１－１のとおりです。

図６－１－１ 公害防止計画地域図（１５市１町）
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区 分 事 業 名

現行計画期間（平成２３年度～３２年度）

計画事業費
実 績 事 業 費

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合 計 進捗率

特例負担
適用事業

終末処理場（公共下水道） ７，３８６ ９ ５２ １６６ ５２１ ７４８ １０．１％

河川しゅんせつ １，２７０ ５６ １４３ １０４ ８１ ３８４ ３０．２％

特例負担適用事業（計）① ８，６５６ ６５ １９５ ２７０ ６０２ １，１３２ １３．１％

特例負担
非適用事業

公共下水道（管渠） １８７，９８７ １８，８１６ １５，１２４ １２，９４７ １３，９４７ ６０，８３４ ３２．４％

流域下水道（管渠） ７，９４０ １，０４７ ８６７ １，０９４ ７２１ ３，７２９ ４７．０％

特例負担非適用事業（計）② １９５，９２７ １９，８６３ １５，９９１ １４，０４１ １４，６６８ ６４，５６３ ３３．０％

公害対策事業 ①＋② ２０４，５８３ １９，９２８ １６，１８６ １４，３１１ １５，２７０ ６５，６９５ ３２．１％

対 象 者 県内で１年以上事業を営んでいる中小企業者等

融 資 対 象

再生可能エネルギー利用（固定価格買取制度に基づく全量売電目的のものを除
く。）設備の整備、高効率省エネルギー設備の整備、ESCO事業による省エネルギ
ー設備の整備、低公害車用燃料供給施設の整備、公害発生防止機器・装置・施設
の整備、汚染土壌処理経費（調査費含む）、汚染地下水処理経費（調査費含む）、
アスベストの飛散防止工事等、事業系廃棄物処理施設の整備、フロン等の代替・
回収・破壊装置の購入、再生資源利用促進施設の整備、産業廃棄物の適正処理に
要する経費

融

資

条

件

限 度 額 １億５，０００万円

融 資 割 合 融資対象経費の１００％以内（ただし、１０万円未満切り捨て）

利率（固定金利）
温室効果ガス排出量削減対策経費 ０．５０％以内（ただし、信用保証付きは年０．２０％
以内）
公害防止対策経費 年１．３８％以内（ただし、信用保証付きは年１．０８％以内）

返 済 期 間
１０年以内（ただし融資額３，０００万円以内、産業廃棄物の適正処理に要する経費及び
大企業の場合は７年以内）

返 済 方 法 １年以内据置、元金均等月賦返済

担 保・保 証 人 借入希望者と取扱金融機関との協議により定めます。

信 用 保 証 必要に応じて付します。

取 扱 金 融 機 関 銀行、信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫の県内本・支店

表６－１－２ 公害防止計画の実施状況 単位：百万円

（２）環境みらい資金貸付制度
この制度は、地球温暖化問題や公害防止対策などに適切に対応するため、環境の保全と創造に必要な資金を

長期間低利で貸し付けるものです。

表６－２－１ 環境みらい資金貸付制度の概要 （Ｈ２７．３．３１現在）

平成２６年度の融資実績は、「地球温暖化対策」について５件、１億６，３５０万円でした。
業種別の融資額の割合は、製造業１億６，１１０万円（９８．５％）、介護事業１００万円（０．６％）、美容業１４０万円（０．９％）

となっています。（図６―２―２）
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融資額（千円） 

１７ 

６０１,７００ 

７９７,３００ 

５５２,４００ 

３１５,５００ 
１９１,３００ 

１３９,７００ １６３,５００ ２１３,２００ 

４０,５００ 

６１０,５００ 

１８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ （年度） ２４ ２５ ２６ 
０ 

５００,０００ 

１,０００,０００ 

１,５００,０００ 

１６３,５００ 

１６１,１００ 
９８.５％ 

製造業 
１,４００ 
０.９％ 

美容業 

１,０００ 
０.６％ 

介護事業 

（千円） 

図６－２－１ 年度別融資額

図６－２－２ 業種別融資額の割合
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７ ７ 

区 分 国 有 林 民 有 林 計

面 積（ha） １２，１６９ １０９，０９１ １２１，２６０

蓄 積（千�） ２，７１６ ３０，５５３ ３３，２６８

人 工 林（ha） ２，４５２ ５７，４０８ ５９，８６０

人 工 林 率（％） ２０ ５３ ４９

総数欄は、２種類以上重複指定した保安林があるため、各保安林の合計に合致しない。

保安林の種類
面 積（ha）

国 有 林 民 有 林 計
かん

水 源 涵 養 保 安 林 １１，８６１ ２６，２０１ ３８，０６２

土砂流出防備保安林 １０６ ９，２３７ ９，３４３

土砂崩壊防備保安林 ３４６ ３４６

防 風 保 安 林 ５１ ５１

干 害 防 備 保 安 林 ９６７ ９６７

防 火 保 安 林 １ １

魚 つ き 保 安 林 ３５ ３５

保 健 保 安 林 ３，０６２ ３，５４１ ６，６０３

風 致 保 安 林 ２ ２

総 数 １１，８６５ ３６，１０３ ４７，９６８

区 分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

造 林 １０４ １００ ６９ ７２

下 刈 ２２５ ８１ ５９ ７３

除 伐 ３７ ５８ １０４ ３９

枝 打 ち １５７ １０５ ９７ ４１

間 伐 ２，０３５ １，４５６ １，５０６ １，５４８

（１）森林の現況 （Ｈ２４．３．３１現在）

（２）保安林の種類別面積 （Ｈ２７．３．３１現在）

（３）森林整備の実績 （単位：ha）

自然環境関係
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（４）県自然環境保全地域の指定状況

面　　　積（ha）
指定年月日
（昭和）

所　在　地保　全　地　域　名 野生動植物
保 護 地 区特別地区保全地域

２９３.００５０.３.２８

小鹿野町両神小森
字挽板の全域
字滝前の全域
字柴小屋の一部

小 鹿 野 町 滝 前
県自然環境保全地域

２０.１０５１.３.３０
三芳町大字上富
字木の宮の一部

三 芳 町 多 福 寺
県自然環境保全地域

４.４６〃
加須市志多見
字深町の一部

加 須 市 志 多 見 東
県自然環境保全地域

２.４３〃
加須市志多見
字中川面の一部

加須市志多見中央
県自然環境保全地域

２.００〃
加須市志多見
字中川面の一部

加 須 市 志 多 見 西
県自然環境保全地域

８.２０１６.８０５２.３.２９

小鹿野町般若
字諏訪久保の一部
字麻平の一部
字柿久保の一部
字聖天の一部

小 鹿 野 町 般 若
県自然環境保全地域

１０.３０１２.３０〃
小鹿野町長留
字サスの一部

小鹿野町ようばけ
県自然環境保全地域

６.００６.００〃

秩父市吉田久長
字小鹿原の一部
字大久保の一部
字葉朽岩の一部

秩 父 市 白 砂
県自然環境保全地域

１１５.００１１５.００５３.３.２２
小鹿野町河原沢
字皆和田の一部

小 鹿 野 町 尾 の 内
県自然環境保全地域

２.００２.００２.００〃
ときがわ町大字田黒
字滝の入の一部

ときがわ町道元平
県自然環境保全地域

１０.００〃

熊谷市小江川
字大犬塚の一部
須賀広字大犬塚の一部
字西原の一部
柴字下原の一部
字塚越の一部

熊 谷 市 大 沼
県自然環境保全地域

１４.００５３.５.２９

嵐山町大字杉山
字中窪の一部
字上城の一部
字鷹城の一部
字城山の一部

嵐 山 町 杉 山
県自然環境保全地域

２.６３５４.３.２０
�田市大字黒浜
字上沼の一部

� 田 市 上 沼
県自然環境保全地域

２.５０〃
�田市大字黒浜
字十九町の一部

� 田 市 下 沼
県自然環境保全地域

５.０６５.０６１０.７１〃
秩父市下吉田
字田中山の一部

秩 父 市 田 中 山
県自然環境保全地域

４.３１４.３１４.３１〃
秩父市上吉田
字向堂の一部

秩 父 市 女 形
県自然環境保全地域

１１.３７１５０.８７５１８.２４１６地域合　　計

（Ｈ２７.３.３１現在）



地 区 名 市 町 村 名
計画決定
年月日

指定面積
（ha）

石戸（いしど）特別緑地保全地区 北 本 市 Ｈ４．１１．２４ ５．１

稲荷山（いなりやま）特別緑地保全地区 狭 山 市 Ｈ１２．４．５ ２．０

妙音沢（みょうおんさわ）特別緑地保全地区 新 座 市 Ｈ１６．２．５ ３．３

午王山（ごぼうやま）特別緑地保全地区 和 光 市 Ｈ１７．３．１６ ０．２

岡（おか）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ１８．８．２５ ０．４

宮戸（みやど）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ１８．８．２５ ０．５

大和田緑地公園（おおわだりょくちこうえん）
特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ１８．１２．２２ １．３

小深作（こふかさく）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ１９．１２．２８ ０．２

東内野前町（ひがしうちのまえちょう）特別緑地保全地区 川 口 市 Ｈ２０．３．３ ０．３

金崎（かなざき）特別緑地保全地区 川 口 市 Ｈ２０．３．３ １．４

権現山（ごんげんやま）特別緑地保全地区 ふ じ み 野 市 Ｈ２０．３．２５
変更Ｈ２１．２．１０ ０．４

黒浜日野手（くろはまひので）特別緑地保全地区 � 田 市 Ｈ２１．３．２ ０．７

千手堂小千代山緑地（せんじゅどうこちよやまりょくち）
特別緑地保全地区 嵐 山 町 Ｈ２１．４．１ ３．７

大和田町一丁目（おおわだちょういっちょうめ）
特別緑地保全地区

さ い た ま 市 Ｈ２１．１２．２８ ０．４

駒ケ原（こまがはら）特別緑地保全地区 所 沢 市 Ｈ２４．１２．３ ４．７

郷戸（ごうと）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ２６．３．６ ０．４

新屋敷（しんやしき）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ２６．３．６ ０．３

代官水（だいかんみず）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ２６．３．６ ０．４

春里（はるさと）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２６．１１．２７ ０．２

大古里（おぶさと）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２６．１１．２７ ０．２

中原後（なかはらうしろ）特別緑地保全地区 さ い た ま 市 Ｈ２６．１１．２７ ０．３

牛房八雲台（ごぼうやくもだい）特別緑地保全地区 和 光 市 Ｈ２７．２．２７ ０．１

合 計 ２６．７

区 域 名 都 市 名
計画決定
年月日

指定面積
（ha）

狭 山 近 郊 緑 地 保 全 区 域 所沢市、入間市 Ｓ４２．２．１６ ８８２．０

荒 川 近 郊 緑 地 保 全 区 域 さいたま市、川越市、上尾市、戸田市、朝霞市、
志木市、和光市、桶川市、富士見市、川島町 Ｓ４２．２．１６ ３，３０４．０

安 行 近 郊 緑 地 保 全 区 域 川口市 Ｓ４２．２．１６ ５８０．０

平林寺近郊緑地保全区域
（平林寺近郊緑地特別保全地区）

新座市
Ｓ４４．３．２８

（Ｓ４５．１０．１３
最終Ｈ６．３．２９）

６８．０
（６０．４）

入 間 近 郊 緑 地 保 全 区 域 入間市 Ｓ４４．３．２８ ３９８．０

合 計 ５，２３２．０

（５）特別緑地保全地区の指定状況 （Ｈ２７．３．３１現在）

（６）近郊緑地保全区域の指定状況 （Ｈ２７．３．３１現在）
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規　模（ha）指定年月日所　　　　在　　　　地名　　　　　　　称

６.３４Ｓ６０.３.２９さいたま市
見沼区大字染谷地内　外

さいたま市
染谷ふるさとの緑の景観地

４.１２Ｓ６１.３.２５
Ｈ１４.３.１６

さいたま市
西区大字西新井地内

さいたま市
西新井ふるさとの緑の景観地

１７.００Ｓ５５.３.２５川越市
大字中福地内

川越市
中福ふるさとの緑の景観地

１９.０４Ｓ５６.３.２０川越市
大字下赤坂地内　外

川越市
下赤坂ふるさとの緑の景観地

１０.５０〃川越市
大字上松原地内

川越市
上松原ふるさとの緑の景観地

２１.５２

Ｈ８.１２.１０
　１０.２.２０
　１２.３.１４
　２４.３.２３
　２７.３.３

所沢市
東狭山ヶ丘地内　外

所沢市
北中ふるさとの緑の景観地

１１.３６Ｈ１１.２.１９所沢市
大字下富地内

所沢市
駒ケ原ふるさとの緑の景観地

１０.９４Ｈ２６.２.７所沢市
北野新町地内　外

所沢市
小手指ふるさとの緑の景観地

７９.１０

Ｓ５６.３.２０
　５８.３.３１
　５９.３.３１
　６０.３.２９
　６１.３.２５
Ｈ７.１２.２２
　２７.３.３

狭山市
大字堀兼地内　外

狭山市
堀兼・上赤坂ふるさとの緑の景観地

１９.３２

Ｓ６２.３.３１
　６３.７.２９
Ｈ２.９.２１
　３.１０.１１
　５.８.２０
　６.１２.９
　７.１２.２２
　１１.２.１９

狭山市
大字上赤坂地内　外

狭山市
椚山ふるさとの緑の景観地

１１.８４
Ｈ８.１２.１０
　１０.２.２０
　１１.２.１９

狭山市
大字南入曽地内

狭山市
水野ふるさとの緑の景観地

７.０５Ｈ１１.２.１９狭山市
大字北入曽地内

狭山市
南入間野ふるさとの緑の景観地

１０.６４Ｈ１２.３.１４
　１３.３.６

狭山市
大字水野地内　外

狭山市
逃水ふるさとの緑の景観地

１７.８１Ｈ元.８.１５深谷市
櫛引地内

深谷市
櫛挽ふるさとの緑の景観地

１５.５８Ｈ２.９.２１深谷市（旧　岡部町）
櫛挽地内

深谷市
櫛挽ふるさとの緑の景観地

６.２６Ｓ５６.３.２０上尾市
中分地内　外

上尾市
藤波・中分ふるさとの緑の景観地

４.８６Ｓ６１.３.２５
Ｈ２５.３.１５

上尾市
大字原市地内

上尾市
原市ふるさとの緑の景観地

４８.５０Ｓ５５.３.２５新座市
野火止地内

新座市
平林寺ふるさとの緑の景観地

５.４８Ｈ４.１０.９
　１４.３.２９

北本市
高尾地内

北本市
高尾宮岡ふるさとの緑の景観地

３.１２Ｓ５８.３.３１�田市
大字黒浜地内

�田市
堀の内ふるさとの緑の景観地

８.７０Ｈ８.１２.１０
　１３.３.６

鶴ヶ島市
大字高倉地内　外

鶴ヶ島市
高倉ふるさとの緑の景観地

１２.９４Ｓ５６.３.２０ふじみ野市
亀久保地内　外

ふじみ野市
八丁ふるさとの緑の景観地

６.５１Ｓ５９.３.３１ふじみ野市
大井武蔵野地内

ふじみ野市
武蔵野ふるさとの緑の景観地

１０.６２
Ｓ５９.３.３１
　６０.３.２９
Ｈ１３.３.６

三芳町
大字上富地内

三芳町
上富中西ふるさとの緑の景観地

１０.５５

Ｈ３.１０.１１
　４.１０.９
　５.８.２０
　６.１２.９
　７.１２.２２

吉見町
大字南吉見地内　外

吉見町
百穴ふるさとの緑の景観地

７.３７

Ｈ４.１０.９
　５.８.２０
　６.１２.９
　７.１２.１２
　８.１２.１０
　２５.３.１５

吉見町
大字久米田地内　外

吉見町
和名沼ふるさとの緑の景観地

４.６１Ｈ３.１０.１１
　２２.２.１９

寄居町
大字用土地内

寄居町
櫛挽ふるさとの緑の景観地

３９１.６８－２７地区合　　　　　　計

（７）ふるさとの緑の景観地の指定状況 （Ｈ２７.３.３１現在）



緑のトラスト保全地名称
所在地

取得年度
保全面積

（うち県保全面積）
（㎡）

基 金
負担額
（百万円）

地元市町
（地元保全面積）

（㎡）

地 元
負担額
（百万円）

第１号地
見沼田圃（たんぼ）周辺斜面林
さいたま市緑区南部領辻地内

Ｈ２，３
１１，３３６
（１１，３３６）

４７８
旧 浦 和 市

（０）
２３８

第２号地
狭山丘陵・雑魚入樹林地
所沢市上山口地内

Ｈ６，７
３３，８３７
（３３，８３７）

１，０５８
所 沢 市

（０）
５２９

第３号地
武蔵嵐山渓谷周辺樹林地
嵐山町鎌形地内 外

Ｈ９
１３５，０３８
（９６，６８９）

７７３
嵐 山 町
（３８，３４９）

３９２

第４号地
飯能河原周辺河岸緑地
飯能市矢颪（やおろし）地内 外

Ｈ１０，１１
２３，１９６
（１６，３８９）

１８９
飯 能 市
（６，８０７）

７９

第５号地
山崎山の雑木林
宮代町山崎地内

Ｈ１３，２５
１４，２１２
（８，２４０）

１０３
宮 代 町
（５，９７２）

４７

第６号地
加治丘陵・唐沢流域樹林地
入間市寺竹地内

Ｈ１４，１５
１１１，３９７
（５９，１８２）

３００
入 間 市
（５２，２１５）

１９９

第７号地
小川原家屋敷林
さいたま市岩槻区馬込地内

Ｈ１２，１３
７，３４０
（４，７２２）

（寄贈）
０

旧 岩 槻 市
（２，６１８）

１５

第８号地
高尾宮岡の景観地
北本市高尾地内

Ｈ１８
３５，４９９
（２２，１９１）

１２３
北 本 市
（１３，３０８）

７１

第９号地
堀兼・上赤坂の森
狭山市堀兼地内

Ｈ１９
５９，８０２
（４２，６０８）

３５２
狭 山 市
（１７，１９４）

１５９

第１０号地
浮野の里
加須市北篠崎・多門寺地内

Ｈ２０
５３，７７９
（４３，２２２）

４７
加 須 市
（１０，５５７）

２６

第１１号地
黒浜沼
蓮田市黒浜地内

Ｈ２１
６６，２８６
（４４，６８７）

１０５
蓮 田 市
（２１，５９９）

５１

第１２号地
原市の森
上尾市原市地内

Ｈ２４
３４，３８６
（１８，４６１）

１７１
上 尾 市
（１５，９２５）

９０

第１３号地
無線山・ＫＤＤＩの森
伊奈町小室地内

Ｈ２６
４８，０９６
（３１，２２１）

８６
伊 奈 町
（１６，８７５）

４３

計
６３４，２０４
（４３２，７８５）

３，７８５
（２０１，４１９）

１，９３９

※７号地は、保全面積７，３４０㎡のうち、６，８５０㎡は寄贈によるものである。

１３号地は、保全面積４８，０９６㎡のうち、３７，７４９㎡は寄贈によるものである。

市 町 村 県取得分（㎡） 市取得分（㎡） 計 （㎡） 対象件数

さ い た ま 市 ３，５５９．４４ ３，６４５．３７ ７，２０４．８１ ６

川 口 市 ９，３３５．７９ ９，８６４．６４ １９，２００．４３ １０

所 沢 市 ２３，１３２．２１ ２７，１５６．５２ ５０，２８８．７３ １３

狭 山 市 ３２，４３３．３３ ３２，６８５．１０ ６５，１１８．４３ ２５

上 尾 市 １９，８９０．４８ ２６，２６７．４３ ４６，１５７．９１ １２

北 本 市 ９０２．００ ８５８．００ １，７６０．００ １

八 潮 市 ６５５．００ ６６０．００ １，３１５．００ ２

計 ８９，９０８．２５ １０１，１３７．０６ １９１，０４５．３１ ６９

保 全 地 の 名 称 所 在 地 面 積（㎡） 取得年度

谷 田 の 泉 入間市大字野田地内 ９，９７８．４８ ２０年度

菩 提 樹 池 周 辺 緑 地 所沢市大字山口及び上山口地内 １２，３９６．６８ ２０年度

ムサシトミヨ生息地周辺緑地 熊谷市大字久下及び佐谷田地内 ４，５７６．１１ ２１年度

彦兵衛下小笠原遺跡ふるさとの森 白岡町大字彦兵衛地内 ９，６６８．７１ ２２年度

金 崎 斜 面 林 保 全 緑 地 川口市大字東内野地内 ７９４．０９ ２２年度

計 ３７，４１４．０７

（８）緑のトラスト保全地の取得状況 （Ｈ２７．３．３１現在）

（９）身近な緑公有地化の状況 （Ｈ２７．３．３１現在）

（１０）まちのエコ・オアシス保全推進事業 （Ｈ２７．３．３１現在）
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創出面積
（ha）

うち
駐車場緑化
（ha）地 上 部 屋 上 壁 面

平 成 １７ 年 度 分 ４２ ４１．４ ０．６ ０．５ ０．９
平 成 １８ 年 度 分 １４７ １４４．３ １．１ １．４ ３．８
平 成 １９ 年 度 分 １２６ １２２．８ １．３ １．８ ２．３
平 成 ２０ 年 度 分 ７７ ７４．８ ０．９ １．０ ２．０
平 成 ２１ 年 度 分 ７０ ６９．３ ０．５ ０．３ １．８
平 成 ２２ 年 度 分 １０５ １０３．０ １．３ １．１ ２．６
平 成 ２３ 年 度 分 １０９ １０４．７ ３．１ １．２ ２．３
平 成 ２４ 年 度 分 ８０ ７７．０ １．３ １．７ ３．３
平 成 ２５ 年 度 分 ６１ ５７ ２．２ １．８ ３．４
平 成 ２６ 年 度 分 ４７ ４５ ０．６ １．８ ２．８

合 計 ８６４ ８３９ １３ １２ ２５

区 分 国 営 公 園 県 営 公 園 市町村公園 計

都

市

公

園

箇 所 １ ３０ ４，９４２ ４，９７３

面 積（ha） ３０４．００ １，３１４．３８ ３，３０５．４８ ４，９２３．８６

住
区
基
幹
公
園

街 区 公 園
箇 所 ３，８９４ ３，８９４

面積（ha） ６２７．３１ ６２７．３１

近 隣 公 園
箇 所 １ ２７７ ２７８

面積（ha） ３．５０ ５０４．９５ ５０８．４５

地 区 公 園
箇 所 ４１ ４１

面積（ha） １８５．６７ １８５．６７

都
市
基
幹
公
園

総 合 公 園
箇 所 ９ ５５ ６４

面積（ha） ２２５．５０ ６３９．３０ ８６４．８０

運 動 公 園
箇 所 ２ ２６ ２８

面積（ha） ６６．６０ ３３２．９７ ３９９．５７

特

殊

公

園

風 致 公 園
箇 所 ７ ７

面積（ha） ４２．８８ ４２．８８

歴 史 公 園
箇 所 １７ １７

面積（ha） ３６．８１ ３６．８１

墓 園
箇 所 ２ ２

面積（ha） ４１．１４ ４１．１４

動 植 物 園
箇 所 １ １

面積（ha） ０．６３ ０．６３

広 域 公 園
箇 所 １０ ２ １２

面積（ha） ５２５．１０ １５３．４０ ６７８．５０

国 営 公 園
箇 所 １ １

面積（ha） ３０４．００ ３０４．００

緩 衝 緑 地
箇 所 ４９ ４９

面積（ha） ４５．５４ ４５．５４

広 場 公 園
箇 所 ６ ６

面積（ha） １．６４ １．６４

都 市 緑 地
箇 所 ４ ４０１ ４０５

面積（ha） ４７１．４０ ５９９．７３ １，０７１．１３

都 市 林
箇 所 ３ ３

面積（ha） ５８．８３ ５８．８３

緑 道
箇 所 ４ １６１ １６５

面積（ha） ２２．２８ ３４．６９ ５６．９７

（１２）都市公園整備状況 （Ｈ２６．３．３１現在）

（１１）緑化計画届出書による創出面積（平成１７年１０月～平成２７年３月届出分） （Ｈ２７．３．３１現在）
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種 類 ブック２００８ ブック２００２ 初 版 主な掲載種

哺 乳 類 ３９種 ４０種 ３９種 ホンドキツネ

鳥 類 １０４種 １０１種 ９２種 オオタカ

爬 虫 類 １２種 ９種 ８種 ヤモリ（ニホンヤモリ）

両 生 類 １４種 １３種 １１種 イモリ（アカハライモリ）

魚類・円口 類 ３４種 ３６種 ３６種 ムサシトミヨ

無 脊 椎 動 物 ５８４種 ５１０種 ４１３種 ゲンジボタル

合 計 ７８７種 ７０９種 ５９９種

種 類 ブック２０１１ ブック２００５ 初 版 主 な 掲 載 種

維 管 束 植 物 ７６４種 ７６９種 ５９６種 カモメラン、ヤマブキソウ

蘚 苔 類 １１４種 １０７種 １０１種 ヒカリゴケ

藻 類 ３１種 ３１種 ３１種 シャジクモ

地 衣 類 ６９種 ６５種 ３９種 ヒラミヤイトゴケ

菌 類 ５３種 ６３種 ６５種 チチブクチキムシタケ

合 計 １，０３１種 １，０３５種 ８３２種

区分 種 名 科 名 指定年月日
保護管理事業
計 画 策 定

備 考

動

物

ムサシトミヨ トゲウオ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１４．３ 県の魚

アカハライモリ イモリ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．３

ソボツチスガリ フシダカバチ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

植

物

アオネカズラ ウラボシ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１９．３

キレハオオクボシダ ヒメウラボシ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１４．３

デンジソウ デンジソウ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．３

イトハコベ ナデシコ科 Ｈ１３．１２．１

オニバス スイレン科 Ｈ１２．１２．１

タマノカンアオイ ウマノスズクサ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１５．３

サワトラノオ サクラソウ科 Ｈ１３．１２．１

サクラソウ サクラソウ科 Ｈ１２．１２．１ 県の花

チチブイワザクラ サクラソウ科 Ｈ１２．１２．１

チチブリンドウ リンドウ科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ２０．３

キタミソウ ゴマノハグサ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２２．３

キバナコウリンカ キク科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２０．３

ミヤマスカシユリ ユリ科 Ｈ１２．１２．１

トダスゲ カヤツリグサ科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１９．３

ムギラン ラン科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１７．３

ホテイラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２１．３

コクラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

トキソウ ラン科 Ｈ１２．１２．１

ムカデラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

（１３）埼玉県レッドデータブック掲載種
ア 動物編

イ 植物編

（１４）埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく指定種一覧 （Ｈ２７．３．３１現在）
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番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限 番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限

１ 川 口 川口市 １，０７４．０ ３０．１０．３１ ３７ 遺跡の森総合公園 児玉郡美里町 １５．０ ３６．１０．３１

２ 大 宮 公 園 さいたま市 ６５．２ ２９．１０．３１ ３８ 男 衾 中 学 校 大里郡寄居町 ４．０ ２９．１０．３１

３ 新 座 新座市 ５３０．０ ３６．１０．３１ ３９ 奥 橋 立 秩父市 ５２．０ ３４．１０．３１

４ 北 本 北本市、比企郡川島町 ６２４．０ ２８．１０．３１ ４０ 新河岸川・柳瀬川 富士見市、志木市 ５２．５ ３０．１０．３１

５ 喜 多 院 川越市 ７．０ ３６．１０．３１ ４１ 久喜菖蒲公園 久喜市 ４０．０ ３１．１０．３１

６ 東 入 間 川越市、狭山市、所沢市、
ふじみ野市、入間郡三芳町 １，５１１．０ ３３．１０．３１ ４２ 倉 尾 小 学 校 秩父郡小鹿野町 １５．６ ３２．１０．３１

７ 狭 山 湖 所沢市、入間市 ５９７．０ ２８．１０．３１ ４３ 小川げんきプラザ 比企郡小川町 ４３．０ ３３．１０．３１

８ 西 武 蔵 飯能市 ９１３．０ ２９．１０．３１ ４４ 鷲 宮 神 社 久喜市 ２．８ ３４．１０．３１

９ 堂 平 山 秩父市、比企郡ときがわ町、
小川町、秩父郡東秩父村 ７５５．０ ３６．１０．３１ ４５ 名栗げんきプラザ 飯能市 ６００．０ ３５．１０．３１

１０ 滑 川 熊谷市、東松山市、比
企郡滑川町 ８０２．０ ３１．１０．３１ ４６ 智 光 山 公 園 狭山市 ５４．０ ３６．１０．３１

１１ 野 上 秩父郡長�町 ３０６．０ ３３．１０．３１ ４７ 笹 井 小 学 校 狭山市 １２．０ ３６．１０．３１

１２ 羊 山 公 園 秩父市、秩父郡横瀬町 １０３．０ ２７．１０．３１ ４８ 若 泉 公 園 本庄市 ８．０ ２７．１０．３１

１３ 矢 岳 秩父市 ７９０．０ ３１．１０．３１ ４９ 岩 槻 公 園 さいたま市 １８．０ ２７．１０．３１

１４ 大 血 川 奥 秩父市 １８０．０ ３６．１０．３１ ５０ 上 尾 上尾市 ６．３ ２９．１０．３１

１５ 奥 秩 父 秩父市 ６，４９８．０ ３６．１０．３１ ５１ 荒 川 南 部 さいたま市、戸田市、朝霞市、志
木市、和光市、富士見市、川越市 ２，０７０．６ ３０．１０．３１

１６ 白 石 山 秩父市 ３，２７４．０ ３３．１０．３１ ５２ さきたま古墳公園 行田市 ４９４．９ ３１．１０．３１

１７ 中 津 川 秩父市 ３０２．０ ２７．１０．３１ ５３ 川 本 深谷市 １６．５ ３２．１０．３１

１８ 両 神 山 秩父市、秩父郡小鹿野町 ２，９１１．０ ３０．１０．３１ ５４ 東武動物公園 白岡市、南埼玉郡宮代町 ４７．９ ３２．１０．３１

１９ 両 神 秩父郡小鹿野町 １６５．０ ２８．１０．３１ ５５ 児玉白楊高等学校 本庄市 ８．８ ３３．１０．３１

２０ 西 秩 父 秩父市、秩父郡小鹿野町 ５７５．０ ２７．１０．３１ ５６ 玉川村川の広場 比企郡ときがわ町 ７７．３ ３４．１０．３１

２１ 観 音 山 秩父市、秩父郡小鹿野町 １，１９９．０ ３６．１０．３１ ５７ 横 瀬 秩父郡横瀬町 ６６．０ ３４．１０．３１

２２ 神 川 児玉郡神川町 ３１８．０ ３２．１０．３１ ５８ 仙 元 山 公 園 深谷市 ３５．０ ３４．１０．３１

２３ 秋 平 本庄市、児玉郡美里町 ７３６．０ ３３．１０．３１ ５９ 長�第二小学校 秩父郡長�町 ５．５ ３５．１０．３１

２４ 美 里 児玉郡美里町 １９４．０ ２９．１０．３１ ６０ 荒 川 大 麻 生 熊谷市 ７０７．１ ３５．１０．３１

２５ 神 流 湖 秩父市、児玉郡神川町 ２８０．０ ２９．１０．３１ ６１ 立正大学・文殊寺 熊谷市 １０１．０ ３６．１０．３１

２６ 折 原 大里郡寄居町、秩父郡
皆野町 ７８５．０ ３５．１０．３１ ６２ 大 吉 越谷市 １０．３ ３６．１０．３１

２７ 越 谷 越谷市 １４５．０ ２９．１０．３１ ６３ み さ と 公 園 三郷市 １６．９ ２８．１０．３１

２８ 越 生 中 学 校 入間郡越生町 ２７．０ ３６．１０．３１ ６４ かわせみ河原 深谷市、大里郡寄居町 ６７．１ ２９．１０．３１

２９ 名 栗 小 学 校 飯能市 １５．０ ２７．１０．３１ ６５ ま つ ぶ し 緑
の 丘 公 園 北葛飾郡松伏町 ２６．５ ３０．１０．３１

３０ 萩ヶ丘小学校 比企郡ときがわ町 １６．０ ３６．１０．３１ 合 計 ３０，４５２．０

３１ 小川西中学校 比企郡小川町 ５．０ ２８．１０．３１
特 別 保 護 地 区

３２ 宮 前 小 学 校 比企郡滑川町 ３５．０ ２７．１０．３１

３３ 高 篠 中 学 校 秩父市 ７．０ ３６．１０．３１ 番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限

３４ 両 神 小 学 校 秩父郡小鹿野町 ５．８ ３０．１０．３１ ア 狭 山 湖 所沢市、入間市 ５９１．０ ２８．１０．３１

３５ 金 沢 小 学 校 秩父郡皆野町 ６．４ ３０．１０．３１ イ 奥 秩 父 秩父市 １，９４３．７ ３６．１０．３１

３６ 旧 芝 川 川口市 ２１．０ ２８．１０．３１ 合 計 ２，５３４．７

（１５）鳥獣保護区 （Ｈ２７．３．３１現在）
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年度
種 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

イノシシ

狩 猟 ３３６ ６０７ ３６０ ４９４ ３８１ ３８０ ２５９ ３８７ ２７６ ３４９

有害捕獲等 ２６２ ５３２ ２０７ ３８１ ５７３ ４６７ ３７６ ６８１ ４０４ ７２８

計 ５９８ １，１３９ ５６７ ８７５ ９５４ ８４７ ６３５ １，０６８ ６８０ １，０７７

シ カ

狩 猟 ３３５ ７８１ ４７１ ７５０ ８３３ ７２１ ８６７ ６９０ ７６０ １，００４

有害捕獲等 １４４ ２１７ ２８１ ４０１ ５６０ ６６０ ６３９ ７６０ ８１０ ９３９

計 ４７９ ９９８ ７５２ １，１５１ １，３９３ １，３８１ １，５０６ １，４５０ １，５７０ １，９４３

ク マ

狩 猟 ４ ０ ２ １５ ３ ３ ３ ３ ５ ２

有害捕獲等 ０ ３６ ５ ６ ６ １１ １２ ２３ ６ １８

計 ４ ３６ ７ ２１ ９ １４ １５ ２６ １１ ２０

ハクビシン

狩 猟 １２ ３２ ３５ ３７ ２０ ２５ ８ ２７ １２ ９

有害捕獲等 １８０ ３２０ ３９６ ９３７ ６２３ ６６５ ５５２ ８９０ ６５０ ８４３

計 １９２ ３５２ ４３１ ９７４ ６４３ ６９０ ５６０ ９１７ ６６２ ８５２

アライグマ
狩 猟 ９ ３３ ２９ １１ ３０ １６ ２４ １８ ８ １０

有害捕獲等 ６０ ４１７ ９０６ １，７５６ ２，３５８ １，９９９ ２，０４７ ２，８２１ ２，１３４ ３，５３１

計 ６９ ４５０ ９３５ １，７６７ ２，３８８ ２，０１５ ２，０７１ ２，８３９ ２，１４２ ３，５４１

サ ル

狩 猟 － － － － － － － － － －

有害捕獲等 ５２ ９６ ６７ １３３ １６２ １６３ １０３ ９２ ５３ １７９

計 ５２ ９６ ６７ １３３ １６２ １６３ １０３ ９２ ５３ １７９

そ の 他
獣 類

狩 猟 ２７６ ２４８ ２４０ ２３２ １７７ １７６ １６７ １５１ １１４ １２５

有害捕獲等 １２ ２２ ４７ １４４ ２５４ １３２ １８６ ４１１ ３８７ ５６５

計 ２８８ ２７０ ２８７ ３７６ ４３１ ３０８ ３５３ ５６２ ５０１ ６９０

獣 類
総 計

狩 猟 ９７２ １，７０１ １，１３７ １，５３９ １，４４４ １，３２１ １，３２８ １，２７６ １，１７５ １，４９９

有害捕獲等 ７１０ １，６４０ １，９０９ ３，７５８ ４，５３６ ４，０９７ ３，９１５ ５，６７８ ４，４４４ ６，８０３

計 １，６８２ ３，３４１ ３，０４６ ５，２９７ ５，９８０ ５，４１８ ５，２４３ ６，９５４ ５，６１９ ８，３０２

カ ワ ウ

狩 猟 － － １４１ ７６ ６５ ７６ １０８ ９４ ８１ ８８

有害捕獲等 ０ ０ １２ ４８ ２２ ６５ ２１ ３３ １４ ２３

計 ０ ０ １５３ １２４ ８７ １４１ １２９ １２７ ９５ １１１

カラス類

狩 猟 ９８４ ９４７ ８０７ ７７６ ５５６ ５２９ ４８０ ５８８ ４４９ ５１２

有害捕獲等 ２，４２０ ２，４８８ ２，２６８ １，４１１ １，８７１ １，５５８ １，７９６ ２，１３７ ２，０５７ １，８３３

計 ３，４０４ ３，４３５ ３，０７５ ２，１８７ ２，４２７ ２，０８７ ２，２７６ ２，７２５ ２，５０６ ２，３４５

スズメ類

狩 猟 ３，５２５ ２，５７９ ２，８３７ １，２９３ １，２７６ １，１８６ ８４０ １，０４４ ９０４ １，３２８

有害捕獲等 ９０３ １７０ ６２９ ５６３ ４３８ ４６３ ６６４ ４５１ ４８９ ３３５

計 ４，４２８ ２，７４９ ３，４６６ １，８５６ １，７１４ １，６４９ １，５０４ １，４９５ １，３９３ １，６６３

ムクドリ

狩 猟 ５８７ ４６７ ３７９ ３４１ ２２４ １８５ １５４ １８８ １２８ １６４

有害捕獲等 ２４１ ９３ ２２８ ９３ １５０ １２７ １６１ １１２ １６０ １８０

計 ８２８ ５６０ ６０７ ４３４ ３７４ ３１２ ３１５ ３００ ２８８ ３４４

ド バ ト

狩 猟 － － － － － － － － － －

有害捕獲等 ８８５ １，１９２ ８９９ ５２３ １，３３６ ３２０ ６３３ ７２２ １，１１４ １，８１７

計 ８８５ １，１９２ ８９９ ５２３ １，３３６ ３２０ ６３３ ７２２ １，１１４ １，８１７

そ の 他
鳥 類

狩 猟 １２，８００ １３，３２１ １１，５８６ １０，８６７ １１，０６２ ８，１９１ ６，６６９ ６，９３７ ５，３３５ ５，８１７

有害捕獲等 ６２１ ３５９ ５６６ ４４２ ７４６ １，０４５ ３９６ ６８０ ５３２ ７３３

計 １３，４２１ １３，６８０ １２，１５２ １１，３０９ １１，８０８ ９，２３６ ７，０６５ ７，６１７ ５，８６７ ６，５５０

鳥 類
総 計

狩 猟 １７，８９６ １７，３１４ １５，７５０ １３，３５３ １３，１８３ １０，１６７ ８，２５１ ８，８５１ ６，８９７ ７，９０９

有害捕獲等 ５，０７０ ４，３０２ ４，６０２ ３，０８０ ４，５６３ ３，５７８ ３，６７１ ４，１３５ ４，３６６ ４，９２１

計 ２２，９６６ ２１，６１６ ２０，３５２ １６，４３３ １７，７４６ １３，７４５ １１，９２２ １２，９８６ １１，２６３ １２，８３０

（１６）有害鳥獣捕獲・狩猟捕獲実績の経年変化 （単位：頭、羽）
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市民管理協定の名称 協定の対象緑地の所在地 面積（㎡） 協 定 期 間 認定年月日

第１号太田ヶ谷市民の森市民管理協定 鶴ヶ島市大字太田ヶ谷地内 １１，３１５ Ｈ２３．４．１～Ｈ２８．３．３１ Ｈ２３．３．２９

第５号五味ヶ谷市民の森市民管理協定 鶴ヶ島市大字五味ヶ谷地内 ９，３７１ Ｈ２３．４．１～Ｈ２８．３．３１ Ｈ２３．３．２９

第８号藤金市民の森市民管理協定 鶴ヶ島市大字藤金地内 １０，６３１ Ｈ２３．１．１～Ｈ２７．１２．３１ Ｈ２３．３．２９

加納峯市民緑地市民管理協定 桶川市大字加納地内 ３，８５９ Ｈ２１．１．１～Ｈ２６．１２．３１ Ｈ２１．２．３

川田谷楽上市民緑地市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 １，２６１ Ｈ２５．１．１～Ｈ３０．１２．３１ Ｈ２５．２．２５

倉田入谷市民緑地市民管理協定 桶川市大字倉田地内 ４，４５９ Ｈ２５．１．１～Ｈ３０．１２．３１ Ｈ２５．２．２５

川田谷こどもの森市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 ４，０５２ Ｈ２６．１．１～Ｈ３１．３．３１ Ｈ２６．４．２８

小針領家御ノ木市民緑地市民管理協定 桶川市小針領家地内 １，５６５ Ｈ２６．３．１～Ｈ３１．１２．３１ Ｈ２６．４．２８

北本市市民緑地市民管理協定第１号 北本市大字北本宿地内 ２，１４７ Ｈ２２．４．１～Ｈ２７．３．３１ Ｈ２２．５．２７

北本市市民緑地市民管理協定第２号 北本市大字北本宿地内 １，８９０ Ｈ２２．４．１～Ｈ２７．３．３１ Ｈ２２．５．２７

北本市市民緑地市民管理協定第３号 北本市二ツ家地内 ６，７１２ Ｈ２３．１２．１３～Ｈ２８．１２．１２ Ｈ２５．２．２５

北本市市民緑地市民管理協定第４号 北本市大字北本宿地内 ９，６２１ Ｈ２６．６．４～Ｈ３１．６．３ Ｈ２６．７．２

計 ６６，８８３

（１７）市民管理協定の設定状況 （Ｈ２７．４．１現在）
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８ ８ 廃棄物関係

（１）廃棄物・リサイクル関連法の概要
　大量生産、大量消費、大量廃棄の一方通行型の社会から循環型社会への転換を推進するために、「循環型社会形成
推進基本法」を中心とした様々な法律が整備されています。
１　循環型社会形成推進基本法（平成１２年制定）
　循環型社会の形成についての基本原則や国等の責務を定めるとともに基本計画の策定などについて定めること
により、環境への負荷ができる限り低減される「循環型社会」の形成を推進する。

２　廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）（昭和４５年制定）
　廃棄物の排出抑制や適正な処理（分別、保管、収集、運搬、再生、処分等）を行うことにより、生活環境の保
全と公衆衛生の向上を図る。

３　資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）（平成１２年制定）
　資源の有効利用を図るとともに、廃棄物の発生抑制や環境保全に資するため、主に事業者等の取組を中心に廃
棄物の発生抑制、再生部品等の利用及び原材料としての利用を促進する。

４　容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）（平成７年制定）
　家庭等から排出されるごみの約６０％（容積比）を占めている容器包装廃棄物についての製造・利用事業者など
によるリサイクルを義務付けることにより、一般廃棄物の減量と資源の有効利用を図る。

５　家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）（平成１０年制定）
　家電製品の製造・販売事業者などに、廃棄物となった製品の回収、リサイクルを義務付けることにより、家電
製品の効果的なリサイクルの推進と廃棄物の減量化を図る。対象となる家電製品は、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、
洗濯機・衣類乾燥機、エアコンとなっている。

６　建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）（平成１２年制定）
　建設工事の受注者などに、建築物などの分別解体や建設廃棄物のリサイクルなどを義務付け、建設工事に係る
資材の有効利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図る。

７　食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）(平成１２年制定)
　売れ残りや食べ残し又は製造過程において発生する食品廃棄物について、発生抑制及び減量化により最終処分
量を減少させるとともに、飼料や肥料等の原材料としてリサイクルするため、食品関連事業者による食品循環資
源の再生利用等の促進を図る。

８　自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）（平成１４年制定）
　自動車製造業者及び関連事業者による使用済自動車の再資源化等を適正かつ円滑に実施するための措置を講じ
ることにより、使用済自動車の適正な処理とリサイクル等を図る。

９　グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）（平成１２年制定）
　国等が率先して、再生品などの環境物品等の調達を推進し、情報提供その他の環境物品等への需要の転換の促
進を図る。

１０　PCB特別措置法（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法）（平成１３年制定）
　PCB廃棄物の保管、処分等について必要な規制等を行うとともに、その処理に必要な体制の整備を図る。

１１　東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法（平成２３年制定）
　東日本大震災により生じた災害廃棄物を国が被害を受けた市町村に代わって処理するための特例を定め、あわ
せて、国が講ずべきその他の措置について定める。

１２　小型家電リサイクル法（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律）（平成２４年制定）
　使用済小型電子機器等に利用されている金属その他有用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況
にあることから、使用済小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正な
処理及び資源の有効な利用の確保を図る。
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全排出量

①＋②＋③

資源ごみ
集団回収量

③

総搬入量

①＋②

直接搬入量

②

計画収集
処理量
①

年度

２,４６７,２３６１４１,２８４２,３２５,９５２１４１,１５２２,１８４,８００２１

２,４１８,６１２１３９,５２０２,２７９,０９２１３４,０４２２,１４５,０５０２２

２,４３５,２７０１３５,４１６２,２９９,８５４１４１,０５５２,１５８,７９９２３

２,４２４,９６２１３７,６６１２,２８７,３０１１３８,７６６２,１４８,５３５２４

２,４１４,２５５１３３,３６６２,２８０,８８９１３９,８６４２,１４１,０２５２５

（３）ごみ処理状況の推移 （単位：t）

（２）ごみ処理の状況（平成２５年度）

２,４１４,２５５ ２,２８０,８８９ 

１,８９９,５５９ 

１,８２７,６７６ 

１,６６６,７３３ １０５,１６８ 

１６２,７１５ 

１２７,６５８ 

１７７,７７０ 

２４,７５４ 

１,２０８ 

１３３,３６６ １３３,３６６ 

６０１,５０９ 
２４.９％ 

１,０４８,３７０ 
４３.４％ 

１,６７８,６３１ 
６９.５％ 

１３１,１３０ 
５.４％ 

１１,８９８ 

７１,８８３ 

２８６,３０５ 

２,２７７,９０４ 

－２,９８５ 
処分繰越等 

資源化（直接） 

集団回収 

資源化（セメント等） 

処理後最終処分 

直接最終処分 

最終処分 再生利用 発電リサイクル量 減量化 

（単位：t）

（４）ごみの総搬入量の種類別内訳

合計その他※※資源ごみ※粗大ごみ不燃ごみ可燃ごみ混合ごみ年度

２,３２６※※※２３０５３４１０２１,７２４１５８
２１

１００％０.１％１３.１％１.５％４.４％７４.１％６.８％

２,２７９２２９８３５１００１,６９０１５４
２２

１００％０.１％１３.１％１.５％４.４％７４.１％６.８％

２,３００３３０３３８９９１,６９６１６１
２３

１００％０.１％１３.２％１.７％４.３％７３.７％７.０％

２,２８７※※※２２９８３７９５１,６９１１６５
２４

１００％０.１％１３.０％１.６％４.２％７３.９％７.２％

２,２８１※※※２３０６３８９３１,６７９１６２
２５

１００％０.１％１３.４％１.７％４.１％７３.６％７.１％

※　　　缶、びん、古紙、布など再生利用を目的として回収したものをいいます。
※※　　従来「その他」に区分されていたごみ処理場への直接搬入ごみが平成１９年度から「混合ごみ」、「可燃ごみ」などに細分

化されました。
※※※　端数処理の関係で合計が合いません。

（単位：千t）
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（５）１日当たりのごみ排出量の推移

１人１日当たりのごみ排出量
（g）

１日当たりのごみ排出量
（t）

年度

９５０６,７６０２１

９２９６,６２６２２

９２８６,６５４２３

９１４６,６４４２４

９０８６,６１４２５

（６）市町村における容器包装廃棄物の分別収集等の状況（平成２５年度）

実施市町村数

再 商 品 化収 集

品目 再商品化率（％）
C/（B＋D）

前年度保管残量（t）
D

再商品化量（t）
C

達成率（％）
B/A

分別収集量（t）
B

収集計画量（t）
A

６３９９.４２２１５,１１７９２.３１５,１８８１６,４５２無色ガラス

６３９９.７３２１２,７４１９２.９１２,７５４１３,７２７茶色ガラス

５６９８.７４０８,４３１１０１.５８,５０６８,３７９その他ガラス

６２９８.３１６７１９,９２３１０１.１２０,０９８１９,８７７ペットボトル

４１９７.１９２４１,０７７９４.３４２,２１２４４,７５６その他プラスチック

４７７.６０２４８５.９３１３６（うち白色トレイ）

８９９.６０１,２０１６８.４１,２０５１,７６１そ の 他 紙

６３９７.５３９９,３８２７６.４９,５８０１２,５３６スチール缶

６３９８.１７１９,４４０９７.８９,５５６９,７６９ア ル ミ 缶

６３９４.２０１,００４８１.６１,０６５１,３０６紙 パ ッ ク

６３９７.１０４４,５９３９５.７４５,９０１４７,９４３段 ボ ー ル

９７.８４６２１６２,９３２９４.１１６６,０９８１７６,５４２合 計

注１　本表の数値は、国の調査方法に準じて算出したものです。
注２　実施市町村数は、第６期埼玉県分別収集促進計画に基づき分別収集を実施している市町村の数です。

（７）し尿処理の状況（平成２５年度）

総人口 
７,２８７,０００人 

下水道終末処理場 

水洗化人口 
７,１５４,２５３人 

水洗化率 
９８.２％ 

自家処理量 
２２８kL

非水洗化人口 
１３２,７４７人 

非水洗化率 
１.８％ 

公共下水道人口 
５,４６２,３５３人 

下水道水洗化率 
７５.０％ 

計画収集人口 
１３２,４８３人 

計画収集率 
９９.８％ 

自家処理人口 
２６４人 

自家処理率 
０.２％ 

下水道投入量 
０kL

下水道投入率 
０.０％ 

浄化槽人口 
１,６９１,９００人 

（うち、コミュニティ 
プラント人口） 
９,０５５人 

浄化槽水洗化率 
２３.２％ 

し尿処理施設 
処理量 

８０６,６４７kL

し尿処理率 
１００.０％ 

処理量 
（計画収集処理量） 
８０６,６４７kL

浄化槽汚泥 
６８５,８９５kL

汲み取りし尿 
１２０,７５２kL

注１　現在、国が採用しているごみ排出量の定義（排出量＝収集ごみ量+直接搬入量+集団回収量）により算出した数値です。
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（８）水洗化人口

（９）し尿の総排出量の内訳・処理の状況

非 水 洗 化 人 口水 洗 化 人 口
総 人 口年度

自 家 処 理 人 口計 画 収 集 人 口浄 化 槽 人 口公共下水道人口

７４８１７２,８３６１,８４９,６１８５,０９１,３０５
７,１１４,５０７２１

０.０％２.４％２６.０％７１.６％

６９３１６９,６７０１,７７６,９７８５,１８９,００８
７,１３６,３４９２２

０.０％２.４％２４.９％７２.７％

７３１１５３,７３４１,７４６,６２２５,２７０,０１１
７,１７１,０９８２３

０.０％２.１％２４.４％７３.５％

３１１１４４,７６３１,７１８,７８４５,４０８,５１２
７,２７２,３７０２４

０.０％２.０％２３.６％７４.４％

２６４１３２,４８３１,６９１,９００５,４６２,３５３
７,２８７,０００２５

０.０％１.８％２３.２％７５.0％

（単位：人）

（単位：千kL）

処 理 内 訳
総 処 理 量

排 出 内 訳
総排出量年度

下水道投入し尿処理施設自家処理浄化槽汚泥生し尿

０　８７１　
８７１※

０　７１６１５６　
　８７２２１

０.０％１００.０％０.０％８２.１％１７.９％

０　８４３　
８４３

０　６９８１４５　
　８４３２２

０.０％１００.０％０.０％８２.８％１７.２％

０　８３１　
８３１

０　６９５１３６　
　８３２※２３

０.０％１００.０％０.０％８３.６％１６.４％

０　８１３　
８１３

０　６８７１２６　
　８１３２４

０.０％１００.０％０.０％８４.５％１５.５％

０　８０７　
８０７

０　６８６１２１　
　８０７２５

０.０％１００.０％０.０％８５.０％１５.０％

（１０）環境整備センターの埋立実績 （単位：t）

埋　立　量　の　内　訳　
埋　立　量年　　度

産 業 廃 棄 物一 般 廃 棄 物

９,４８０３５,７０９４５,１８９２１

１０,７５２３１,９２７４２,６７９２２

１１,０９８３０,５９３４１,６９１２３

１０,８９４２８,５９８３９,４９２２４

１４,０１２２８,８４５４２,８５７２５

１３,４８９２６,３５２３９,８４１２６

２０８,４６１１,３９８,２３７１,６０６,６９９埋 立 量 累 計※

※　平成元年２月供用開始

（１１）登録廃棄物再生事業者数（平成２７年３月３１日現在）

登 録 事 業 者 総 数平成２６年度登録事業者数再　生　す　る　廃　棄　物　の　種　類

１１７４古紙・古繊維

９６２金属くず

２４０廃プラスチック類

２１１木くず

１９１がれき類・コンクリートくず・鉱さい

２３０ガラスくず・陶磁器くず・空き瓶

１９１その他

※　端数処理の関係で排出内訳の合計と合いません。

※　権限移譲済の戸田市及び上里町を除く事業者数
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（１４）産業廃棄物中間処理施設数（平成２６年度末）

施 設 数産 業 廃 棄 物 の 種 類処理方法

３６９廃プラスチック類、木くず、がれき類等破 砕１

７９廃酸、紙くず、木くず、繊維くず等焼 却２

５６金属くず切 断３

６０金属くず圧 縮４

７６廃プラスチック類、紙くず、繊維くず等圧縮梱包５

２９廃プラスチック類溶融減容６

２７廃プラスチック類、紙くず、繊維くず等破砕・減容７

３５汚泥脱 水８

４８廃酸、廃アルカリ中 和９

２４動植物性残さ、家畜ふん尿発 酵１０

１５燃え殻、ばいじん等溶 融１１

１１廃プラスチック類、紙くず、繊維くず等圧縮減容１２

８汚泥、動植物性残さ乾 燥１３

１２廃油蒸 留１４

７９汚泥等そ の 他１５

９２８合　　　　　　　　　　計

（１２）産業廃棄物処理業の申請及び許可件数（平成２６年度）

総許可件数（年度末）許可件数申請件数業　務　内　容

１３,２７８２,７６７２,７８３産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業

３２９６２７１産 業 廃 棄 物 中 間 処 分 業

９０６１６４１６１特別管理産業廃棄物収集運搬業

２７７３特別管理産業廃棄物中間処分業

０００最 終 処 分 業

１４,５４０３,０００３,０１８　 合　 計　

（１３）産業廃棄物処理業の許可等の内訳

不 許 可 件 数許 可 件 数申 請 件 数
年　度

更新変更新規更新変更新規更新変更新規

４２８１,２６６１９８８５９１,３２０２１６９２０１７

６０６１,３２２１８４８５７１,４１９２０６８９３１８

２０３１,２０８２３２８７６１,２２０２１８８８２１９

４０３１,５０５１７９７０７１,５５８１９０７２３２０

４０４１,５８７１８９７３６１,６３０１９８７４８２１

４０３１,５７２１８１６３６１,６３６１８４６３１２２

５１３１,７３８２３０７５３１,７８３２４１７８０２３

６０３１,６２５２６９８４６１,４９４２７２８０８２４

２１５１,６４３２３２７３２１,７３１２２２７９６２５

７３６１,８７４１９４９３２１,８７５２０３９４０２６



154

8
廃
棄
物
関
係

残 余 容 量（�）箇　　所　　数施　　　設

００安　　定　　型

００管　　理　　型

００計

（１５）産業廃棄物最終処分場数（平成２６年度末）

合　
　
　
　

計

委
託
・
手
続
・
命
令
等
違
反

処　　理　　基　　準　　違　　反不

法

投

棄

種　
　
　
　

類

そ

の

他

保

管

の

高

さ

騒

音

・

振

動

粉

じ

ん

の

飛

散

野

外

焼

却

衛
生
害
虫
の
発
生

悪

臭

の

発

生

廃
棄
物
の
飛
散
・
流
出

事
故
発
生
の
危
険

地
下
水
公
共
用
水
の
汚
染

４,６５１６０７１,７４８１,１３５２５２２２０７１３４７８０７４４３２件 数

１００１３.１３７.６２４.４０.５０.５４.４０.３１.０１７.３０.１０.１０.７
構成比
（％）

（１６）監視・指導対象の内容（平成２６年度）

※　産業廃棄物処分業の許可を有するものに限る。

※　違反件数は、一事業者に複数の違反があった場合、それらを別個に集計したのべ件数。

（１７）指導の対象となった廃棄物の種類（平成２６年度）

構成比
（％）

件数種 類

０.５２６鉱 さ い

２７.５１,４１４が れ き 類

０.００動 物 の 糞 尿

０.００動 物 の 死 体

０.００ば い じ ん

０.１７動 物 系 固 形 不 要 物

０.００１３ 号 廃 棄 物

０.２９特 管 廃 油

０.１３特 管 廃 酸

０.００特 管 廃 ア ル カ リ

０.８４３感 染 性 産 廃

３.５１７８特 定 有 害 物

２７.４１,４１２そ の 他

１００５,１４４合 計

構成比
（％）

件数種 類

１.８９２燃 え 殻

１.７８６汚 泥

（０.１）（７）（ う ち 建 設 系 ）

１.２６０廃 油

０.０１廃 酸

０.２１３廃 ア ル カ リ

１３.３６８５廃 プ ラ ス チ ッ ク 類

０.４２２紙 く ず

１３.６７０２木 く ず

０.２１３繊 維 く ず

１.３６５動 植 物 性 残 さ

０.３１３ゴ ム く ず

１.４７３金 属 く ず

４.４２２７ガ ラ ス 陶 磁 器 く ず

※　廃棄物の種類の合計は、一事業者に複数の廃棄物の違反があった場合、それらを別個に集計したのべ件数。

計その他住宅地山 林草 地農 地
土砂採
取跡地

河川敷湖 沼用排水路河 川発 生 場 所

３２４３７３７０６０１１件 数

１００.０１２.５９.４２１.９９.４２１.９０.０１８.７０.０３.１３.１構成比（％）

（１８）不法投棄発生場所（平成２６年度）


